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この資料における計数は、それぞれ四捨五入しているため、端数において

合計と一致しないものがある。 



 

 
 
 
 
 
 

○ 情報通信：Beyond 5G（6G）、量子、サイバーセキュリティといった分野における

研究開発等を推進。また、光ファイバや 5G 基地局など地方における通信基盤の

整備等を支援。 

○ 地方自治：新たな地方創生施策（「地方創生 2.0」）の展開を踏まえ、地域の活性

化に資する施策等を引き続き実施。 

○ 消防庁：大規模災害への国の対応力強化のため、緊急消防援助隊を充実強化。 

 

総務省予算（地方交付税交付金等、恩給関係費を除く）内訳 
（単位：億円） 

 令和７年度 
当初予算額 

令和６年度 
当初予算額 

対前年度 
増減額 

一 般 会 計 ４，５７６ ３，５３８ ＋１，０３８ 

 
人 件 費 ６２７ ６３６ ▲１０ 

マイナンバーカード・国政選挙・ 

周 期 統 計 関 係 経 費 等 
１，６０５ ５７３ ＋１，０３２ 

そ の 他 経 費 ２，３４４ ２，３２９ ＋１６ 

 

情 報 通 信 

地 方 自 治 

統 計 調 査 等 

消 防 庁 

大 臣 官 房 

１，２３５ 

７８６ 

１８１ 

９９ 

４３ 

１，２２９ 

７８４ 

１７３ 

９９ 

４５ 

＋６ 

＋２ 

＋８ 

＋１ 

▲２ 

復興特会（復興特別交付税を除く） ９ ３ ＋６ 

 

注１：このほか、デジタル庁にシステム関係予算（デジタル庁に一括して計上されている情報システム経費のうち、総

務省へ移替を行った上で執行する予算）59 億円（令和６年度 88 億円）を計上している。 

注２：「地方交付税交付金等」は、主要経費別分類における「地方交付税交付金」及び「地方特例交付金」を指す。 

注３：「マイナンバーカード・国政選挙・周期統計関係経費等」は、マイナンバーカードの発行や申請・交付体制等の

整備等に要する経費、参議院選挙に要する経費、周期統計関係経費（国勢調査経費等）など、法令の規定等によ

り、その施策に要する経費が一時的に計上される予算を指す（いわゆる「特殊要因」）。 

注４：「情報通信」は、国際戦略局、情報流通行政局、総合通信基盤局、サイバーセキュリティ統括官及び総合通信局

等を指す。 

注５：「地方自治」は、自治行政局、自治財政局、自治税務局及び自治大学校を指す。 

注６：「統計調査等」は、行政管理局、行政評価局、統計局、政策統括官（統計制度担当）、管区行政評価局及び公害等

調整委員会を指す。 

注７：計数は、精査の結果異動が生じることがある。 
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１．情報通信  

① 国際競争力の強化や経済安全保障の確保に向けた 

研究開発等の推進 
令和６年度  令和７年度 

○ Beyond 5G（6G）の実現に向けた研究開発 159.4 億円 
⇒ 

150.0 億円 

 ５年度補正予算 

190.0 億円 
 

６年度補正予算 

357.0 億円 

○ 量子インターネット実現に向けた研究開発 12.0 億円 ⇒ 12.0 億円 

○ 量子暗号通信網の早期社会実装に向けた研究開発 － ⇒ 10.0 億円 

 ５年度補正予算 

－ 
 

６年度補正予算 

15.0 億円 

○ 政府端末情報を活用したサイバーセキュリティ 

情報の収集・分析 
10.0 億円 ⇒ 13.0 億円 

○ 国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）に 

おける基礎的・基盤的な研究開発 
300.1 億円 ⇒ 300.5 億円 

次世代情報通信インフラ Beyond 5G（6G）、量子、サイバーセキュリティといった分野における

研究開発等を引き続き推進。 

 

② 地方のデジタル基盤整備の推進 令和６年度  令和７年度 

○ 高度無線環境整備推進事業（光ファイバ整備） 45.0 億円 ⇒ 15.9 億円 

 ５年度補正予算 

20.1 億円 
 

６年度補正予算 

19.3 億円 

○ 携帯電話等エリア整備事業（5G 基地局整備） 23.0 億円 ⇒ 12.0 億円 

 ５年度補正予算 

39.2 億円 
 

６年度補正予算 

6.0 億円 

○ 災害時における携帯電話基地局等の強靭化対策 

事業 
－ ⇒ 24.0 億円 

   
６年度補正予算 

44.9 億円 

日本のどの地域でも高速・大容量通信を享受し、また、離島や山間地、トンネル内などでも携

帯電話等を利用可能とするため、条件不利地域等における光ファイバや 5G 基地局の整備を引き

続き支援。また、災害時の停電等による携帯電話基地局の停波を回避するための対策を推進。 

 

２．地方自治 

 令和６年度  令和７年度 

① ローカル 10,000 プロジェクト等の推進  6.1 億円 ⇒   6.2 億円 

   
６年度補正予算 

21.1 億円（※） 
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産官学金労言の連携により、地域の資源と資金を活用した地域密着型事業の創業・新規事業の

立ち上げを支援する「ローカル 10,000 プロジェクト」を推進し、地域経済循環を創出。 

（※）令和６年度補正予算において、申請件数の大幅増加（令和５年度：23 件→令和６年８月末

時点：60 件）への対応として 21.1 億円を計上するとともに、「地方創生 2.0」を踏まえ、女

性・若者にとって働きやすい、暮らしやすい地域づくりに資する事業を支援するため、重点

支援事業として「女性・若者活躍」を創設。 

 

 令和６年度  令和７年度 

② 地域おこし協力隊の推進  2.5 億円 ⇒   2.5 億円 

  
 ６年度補正予算 

1.5 億円 

「地域おこし協力隊」の隊員数を令和８年度までに 10,000 人とする目標の達成に向け、情報発

信の強化や現役隊員・自治体職員双方へのサポートの充実等の取組みを推進することにより、「地

域おこし協力隊」を通じた都市から地方への新たな人の流れを創出。 

 

 令和６年度  令和７年度 

③ 自治体ＤＸ・サイバーセキュリティ施策の推進  3.8 億円 ⇒ 3.2 億円 

   
６年度補正予算 

214.4 億円（※） 

自治体ＤＸ・サイバーセキュリティ施策を的確に推進するため、自治体情報システムの標準準

拠システムへの円滑な移行を図るための「手順書」の改訂や、サイバー攻撃の高度化・巧妙化を

踏まえ、自治体の情報セキュリティ対策に関する調査研究等を実施。 

（※）令和６年度補正予算において、 

・ 自治体情報システムの標準化・共通化について、地方公共団体における移行計画策定など

の準備経費やシステム移行のための経費を補助するため、194.1 億円を計上。 

・ 行政窓口の原則オンライン化やデータ連携強化など、住民利便性向上と業務効率化に資す

る総合的・先進的な自治体フロントヤード改革の取組を創出するため、10.1 億円を計上。 

 

３．消防庁 

 令和６年度  令和７年度 

① 緊急消防援助隊の装備の充実  49.9 億円 ⇒   52.1 億円 

緊急消防援助隊は、消防庁長官が全国の消防本部の中から部隊を登録しており、大規模・特殊

災害発生時に被災地の消防機関のみでは対処が困難な場合、緊急消防援助隊が消防・救助活動等

の応援を行う。 

大規模災害等に対する国の対応力を強化するため、緊急消防援助隊が使用する消防車両等の整

備を支援し、消防力の充実強化を推進。 
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常
の

ネ
ット

ワ
ー

ク

ネ
ット

ワ
ー

ク
高

度
化

技
術

広
域

化
技

術

運
用

・認
証

技
術

鍵
生

成
速

度
の

高
速

化
/長

距
離

化

暗
号

鍵
受

信

最
適

な
伝

搬
経

路
へ

の
自

律
的

な
切

替
等

安
全

な
en

d-
to

-e
nd

の
量

子
暗

号
通

信
の

実
現

（
盗

聴
・ネ

ット
ワ

ー
ク障

害
等

）
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政
府

端
末

情
報

を
活

用
し

た
サ

イ
バ

ー
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
情

報
の

収
集

・
分

析
に

係
る

実
証

事
業

●
安

全
性

や
透

明
性

の
検

証
が

可
能

な
セ

ン
サ

ー
を

政
府

端
末

に
導

入
し

て
サ

イ
バ

ー
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
情

報
を

収
集

し
、

国
立

研
究

開
発

法
人

情
報

通
信

研
究

機
構

（N
IC

T）
の

能
力

を
活

用
し

て
分

析
す

る
実

証
事

業
を

実
施

（C
YX

R
O

S
S
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
）。

●
N

IC
T
が

開
発

し
た

様
々

な
技

術
や

観
測

等
で

蓄
積

し
た

デ
ー

タ
も

活
用

し
、

我
が

国
独

自
の

サ
イ

バ
ー

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

に
関

す
る

情
報

を
生

成
。

収
集

した
情

報
を

CY
NE

Xに
集

約
・検

体
情

報
・ア

ラー
ト情

報
・端

末
情

報
等

・検
体

分
析

結
果

・攻
撃

傾
向

の
統

計
情

報
・サ

イバ
ー

脅
威

情
報

(I
oC

)等

標
的

型
攻

撃
観

測
・分

析
技

術

サ
イバ

ー
攻

撃
情

報
統

合
分

析
技

術

サ
イバ

ー
攻

撃
観

測
技

術
N

IC
TE

R
（

国
研

）
情

報
通

信
研

究
機

構

サ
イバ

ー
セ

キ
ュリ

テ
ィ統

合
知

的
・

人
材

育
成

基
盤

情
報

分
析

分
析

結
果

を
各

省
庁

等
に

提
供

安
全

性
・透

明
性

を
検

証
可

能
な

セ
ン

サ
ー

(ソ
フト

ウ
ェア

)を
開

発
し政

府
端

末
に

導
入

NI
CT

が
開

発
した

サ
イバ

ー
セ

キ
ュリ

テ
ィ技

術
及

び
蓄

積
して

き
た

デ
ー

タ等
を

活
用

令
和

７
年

度
当

初
予

算
額

（
案

）
1
,3

0
0
百

万
円

（
令

和
６

年
度

当
初

予
算

額
1
,0

0
0
百

万
円

）

（
事

業
主

体
）

国
立

研
究

開
発

法
人

情
報

通
信

研
究

機
構

（
N

IC
T
）

（
事

業
ス

キ
ー

ム
）

補
助

事
業

（
補

助
対

象
）

機
器

購
入

費
、

環
境

構
築

費
、

運
営

費
（
補

助
率

）
定

額
補

助
（
計

画
年

度
）

令
和

４
年

度
～

令
和

７
年

度

サ
イバ

ー
脅

威

サ
イバ

ー
脅

威

サ
イバ

ー
脅

威

N
IC

T
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無
線

シ
ス

テ
ム

普
及

支
援

事
業

（
高

度
無

線
環

境
整

備
推

進
事

業
）

（
電

波
法

第
1
0
3
条

の
2
第

4
項

第
1
0
号

に
規

定
す

る
事

務
）

•5
G

・
Io

T
等

の
高

度
無

線
環

境
の

実
現

に
向

け
て

、
条

件
不

利
地

域
に

お
い

て
、

地
方

公
共

団
体

、
電

気
通

信
事

業
者

等
が

高
速

・
大

容
量

無
線

通
信

の
前

提
と

な
る

光
フ

ァ
イ

バ
等

を
整

備
す

る
場

合
に

、
そ

の
費

用
の

一
部

を
補

助
す

る
。

•ま
た

、
離

島
地

域
に

お
い

て
地

方
公

共
団

体
が

光
フ

ァ
イ

バ
等

を
維

持
管

理
す

る
経

費
に

関
し

て
、

そ
の

一
部

を
補

助
す

る
。

ア
事

業
主

体
：

直
接

補
助

事
業

者
：
自

治
体

、
第

３
セ

ク
タ

ー
、

一
般

社
団

法
人

等
、

間
接

補
助

事
業

者
：
民

間
事

業
者

イ
対

象
地

域
：

地
理

的
に

条
件

不
利

な
地

域
（
過

疎
地

、
辺

地
、

離
島

、
半

島
、

山
村

、
特

定
農

山
村

、
豪

雪
地

帯
）

ウ
補

助
対

象
：

伝
送

路
設

備
、

局
舎

（
局

舎
内

設
備

を
含

む
。

）
等

エ
計

画
年

度
：

令
和

元
年

度
～

オ
負

担
割

合
：

令
和

７
年

度
当

初
予

算
額

（
案

）
1
,5

8
7
百

万
円

（
令

和
６

年
度

当
初

予
算

額
4
,5

0
4
百

万
円

、
令

和
６

年
度

補
正

予
算

額
1
,9

2
8
百

万
円

）

（
自

治
体

の
場

合
）

国
（
※

1）
（
※

2）
（
※

3）
１

／
２

自
治

体
１

／
２

【
離

島
】

＊

【
そ

の
他

の
条

件
不

利
地

域
】

（
第

３
セ

ク
タ

ー
・
民

間
事

業
者

の
場

合
）

国
（
※

1）
（
※

4）
（
※

5）
４

／
５

【
離

島
】

【
そ

の
他

の
条

件
不

利
地

域
】

＊
光
フ
ァ
イ
バ
等
の
維
持
管
理
補
助
は
、

収
支
赤
字
の
1
/
2
（
令
和
７
年
度
ま
で
）

国
（
※

1）
（
※

3）
４

／
５

自
治

体
１

／
５

（
※
１
）
地
中
化
を
伴
う
新
規
整
備
の
場
合
、
分
子
に
0
.5
上
乗
せ

【
現
行
上
乗
せ
な
し
（
拡
充
）
】

（
※
２
）
財
政
力
指
数
０
．
５
以
上
の
自
治
体
は
国
庫
補
助
率
１
／
３

（
※
３
）
民
設
移
行
を
前
提
と
し
た
高
度
化
を
伴
う
更
新
を
行
う
場
合
３
／
４
（
離
島
）
、

１
／
２
（
そ
の
他
条
件
不
利
地
域
）
【
補
助
メ
ニ
ュ
ー
の
追
加
】

国
（
※

1）
（
※

6）
３

／
４

【
１

／
３

か
ら

拡
充

】

３
セ

ク
・民

間

１
／

４

（
※
４
）
海
底
ケ
ー
ブ
ル
の
敷

設
を
伴
わ
な
い
新
規
整
備
の
場
合
、
３
／
４

【
現
行

２
／
３
（
拡
充
）
】

（
※
５
）
高
度
化
を
伴
う
更
新
を
行
う
場
合
、
３
／
４
、
２
／
３
（
海
底
ケ
ー
ブ
ル
の
敷
設
を
伴
わ
な
い

場
合
）
【
現
行
１
／
２
（
離

島
）
、
１
／
３
（
そ
の
他
の
条
件
不
利
地
域
）
（
拡
充
）
】

（
※
６
）
高
度
化
を
伴
う
更
新
の
場
合
、
２
／
３
【
現
行
１
／
３
（
拡
充
）
】

ス
マ
ー
ト
ホ
ー
ム

イ
メ

ー
ジ

図

農
業

Io
T

無
線

局
エ
ン
ト
ラ
ン
ス

（
ク
ロ
ー
ジ
ャ
等

）

高
速

・
大

容
量

無
線

通
信

の
前

提
と
な
る
光

フ
ァ
イ
バ
（伝

送
路
）

コ
ワ
ー
キ
ン
グ

ス
ペ
ー
ス

ス
マ
ー
ト
モ
ビ
リ
テ
ィ

教
育

Ｉｏ
Ｔ

観
光

Ｉｏ
Ｔ

３
セ

ク
・
民

間

１
／

５

地
域

の
拠

点
的

地
点

通
信

ビ
ル

•
新

規
整

備
に

加
え

、
令

和
２

年
度

か
ら

は
、

電
気

通
信

事
業

者
が

公
設

設
備

の
譲

渡
を

受
け

、
(5

G
対

応
等

の
)高

度
化

を
伴

う
更

新
を

行
う

場
合

も
補

助
。

•
本

事
業

に
お

け
る

災
害

復
旧

事
業

の
事

業
主

体
に

、
電

気
通

信
事

業
者

を
追

加
。

【
拡

充
】
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携
帯

電
話

等
エ

リ
ア

整
備

事
業

（
電

波
法

第
10

3条
の

2第
4項

第
10

号
に

規
定

す
る

事
務

）

地
理

的
に

条
件

が
不

利
な

地
域

（
過

疎
地

、
辺

地
、

離
島

、
半

島
な

ど
）
に

お
い

て
、

地
方

公
共

団
体

や
無

線
通

信

事
業

者
等

が
携

帯
電

話
の

基
地

局
等

を
整

備
す

る
場

合
に

、
整

備
費

用
等

の
一

部
を

補
助

。

離
島

携
帯

電
話

交
換

局

伝
送

路
（
海

底
光

フ
ァ

イ
バ

）

伝
送

路
基

地
局

施
設

高
度

化
施

設
整

備
の

イメ
ー

ジ 4G
→
5G

４
Ｇ

の
ア

ン
テ

ナ
を

５
Ｇ

対
応

ア
ン

テ
ナ

に
高

度
化

４
Ｇ

の
送

受
信

機
を

５
Ｇ

対
応

送
受

信
機

に
高

度
化

補
助

率
補

助
内

容
補

助
メ

ニ
ュー

整
備

主
体

︓
地

方
公

共
団

体
、携

帯
電

話
事

業
者

、イ
ン

フラ
シ

ェア
リン

グ
事

業
者

等
圏

外
解

消
の

た
め

、基
地

局
施

設
を

設
置

す
る

場
合

※
非

居
住

エ
リア

基
地

局
施

設
整

備
（

４
G等

）

４
Gを

利
用

で
き

る
エ

リア
に

お
い

て
、

通
信

の
高

度
化

の
た

め
、５

G基
地

局
を

設
置

す
る

場
合

高
度

化
施

設
整

備
（

５
G)

※
伝

送
路

施
設

の
設

置
（

光
ファ

イ
バ

の
設

置
）

や
運

用
費

に
関

す
る

補
助

事
業

も
補

助
メ

ニ
ュー

とし
て

存
在

。
※

過
去

に
国

が
補

助
金

に
よ

り整
備

した
基

地
局

の
復

旧
・復

興
支

援
メ

ニ
ュー

及
び

、更
新

に
関

す
る

支
援

メ
ニ

ュー
を

追
加

。無
線

通
信

事
業

者
１

/２
国 １
/２

無
線

通
信

事
業

者
等

１
/３

国 ２
/３

基
地

局
施

設
整

備
の

イメ
ー

ジ

基
地

局
施

設

【１
社

整
備

】
【複

数
社

整
備

】

（
事

業
主

体
）

地
方

自
治

体
、

携
帯

電
話

事
業

者
、

イ
ン

フ
ラ

シ
ェ

ア
リ

ン
グ

事
業

者
等

、
（
事

業
ス

キ
ー

ム
）

補
助

事
業

（
補

助
対

象
）

電
源

設
備

、
衛

星
回

線
設

備
、

送
受

信
設

備
等

、
（
計

画
年

度
）

平
成

1
7
年

度
～

令
和

７
年

度
当

初
予

算
額

（
案

）
1
,2

0
0
百

万
円

(令
和

６
年

度
当

初
予

算
額

2
,3

0
0
百

万
円

、
令

和
６

年
度

補
正

予
算

額
6
0
0
百

万
円

)
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6
災

害
時

に
お

け
る

携
帯

電
話

基
地

局
等

の
強

靱
化

対
策

事
業

●
大

規
模

災
害

時
に

お
い

て
、

停
電

や
通

信
回

線
の

断
線

に
伴

う
携

帯
電

話
基

地
局

の
停

波
を

回
避

す
る

た
め

、
大

容
量

化

し
た

蓄
電

池
等

の
設

置
や

衛
星

回
線

に
よ

る
冗

長
化

等
を

進
め

る
と

と
も

に
、

他
事

業
者

網
へ

の
切

替
え

を
可

能
と

す
る

事
業

者
間

ロ
ー

ミ
ン

グ
の

実
現

に
よ

る
重

層
的

な
強

靱
化

対
策

を
推

進
。


事

業
者

が
連

携
し

て
、

他
の

被
災

事
業

者
の

利
用

者
の

通
信

を
一

時
的

に
救

済


災

害
や

通
信

障
害

発
生

時
に

お
け

る
緊

急
通

報
受

理
機

関
（
警

察
、

消
防

、
海

上
保

安
庁

）
へ

の
通

報
等

を
担

保


停

電
に

備
え

、
大

容
量

蓄
電

池
、

発
電

機
、

ソ
ー

ラ
ー

パ
ネ

ル
を

設
置


伝

送
路

断
に

備
え

、
衛

星
回

線
に

よ
り

通
信

回
線

を
冗

長
化


停

電
時

、
伝

送
路

断
時

に
お

い
て

発
電

機
、

蓄
電

池
、

衛
星

回
線

の
自

動
・
遠

隔
で

の
切

替
え

を
可

能
と

す
る

技
術

的
課

題
を

検
証


水

素
燃

料
電

池
等

の
新

た
な

技
術

を
活

用
し

た
基

地
局

や
電

力
、

光
フ

ァ
イ

バ
等

の
イ

ン
フ

ラ
の

な
い

地
域

に
お

け
る

自
律

型
基

地
局

整
備

の
課

題
を

調
査

・
実

証

非
常

時
に

お
け

る
事

業
者

間
ロ

ー
ミ

ン
グ

携
帯

電
話

基
地

局
の

強
靱

化

×

×
×

×

×
×

強
靭

化
済

み
基

地
局

に
よ
る
サ
ー
ビ
ス
継

続

＋

重
層

的
な
強

靭
化

対
策

に
よ
り

災
害

時
の

面
的

エ
リ
ア
確

保
を
図

る

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
伝

送
路

の
断

！

停
電

！

携
帯

電
話

事
業

者
（
被

災
事

業
者

）
携

帯
電

話
事

業
者

（
救

済
事

業
者

）

×
○

事
業

者
間

ロ
ー

ミ
ン

グ
に

よ
り

通
話

・
通

信
可

能
に

携
帯

電
話

基
地

局
等

の
損

傷
・
故

障
！

×

携
帯

電
話

事
業

者
（
被

災
事

業
者

）
の

利
用

者

支
障

エ
リ
ア
を
ロ
ー
ミ
ン
グ
で
カ
バ
ー

A
社

B
社

C
社

お
互

い
に
カ
バ
ー

（
事

業
主

体
）

地
方

自
治

体
、

携
帯

電
話

事
業

者
、

イ
ン

フ
ラ

シ
ェ

ア
リ

ン
グ

事
業

者
等

、
（
事

業
ス

キ
ー

ム
）

基
地

局
強

靱
化

：
補

助
事

業
、

請
負

、
ロ

ー
ミ

ン
グ

：
請

負
（
補

助
対

象
）

電
源

設
備

、
衛

星
回

線
設

備
、

送
受

信
設

備
等

、
（
補

助
率

）
国

3
/
4

（
自

治
体

1
/
4
）
、

（
計

画
年

度
）

令
和

６
年

度
～

令
和

７
年

度
当

初
予

算
額

（
案

）
2
,4

0
0
百

万
円

※
新

規
電

波
利

用
料

使
途

の
検

討
事

項

（
新

規
、

令
和

６
年

度
補

正
予

算
額

4
,4

8
9
百

万
円

（
う

ち
電

波
利

用
料

財
源

3
,9

8
9
百

万
円

）

被
災

エ
リ
ア
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○
産

官
学

金
労

言
の

連
携

に
よ

り、
地

域
の

資
源

と資
金

を活
用

した
地

域
密

着
型

事
業

の
創

業
・第

二
創

業
・新

規
事

業
立

ち
上

げ
を支

援
。

○
新

た
に

「女
性

・若
者

活
躍

」に
関

す
る

事
業

を
重

点
支

援
。

民
間

事
業

者
等

の
初

期
投

資
費

用

自
己

資
金

等

公
費

に
よ

る
交

付
額

※

国
費

地
域

金
融

機
関

に
よ

る
融

資
等

（
原

則
、無

担
保

融
資

）

地
方

費
・公

費
に

よ
る

交
付

額
以

上

事
業

ス
キ

ー
ム

・
地

域
密

着
型

（
地

域
資

源
の

活
用

）
・

地
域

課
題

へ
の

対
応

（
公

共
的

な
課

題
の

解
決

）
・

地
域

金
融

機
関

等
に

よ
る

融
資

等
・

新
規

性
（

新
規

事
業

）
・

モ
デ

ル
性

対
象

経
費

は
、

・施
設

整
備

費
・機

械
装

置
費

・備
品

費

※
上

限
2,

50
0万

円
。

融
資

額
（

又
は

出
資

額
）

が
公

費
に

よ
る

交
付

額
の

1.
5倍

以
上

2倍
未

満
の

場
合

は
、上

限
3,

50
0万

円
。2

倍
以

上
の

場
合

は
、上

限
5,

00
0万

円

支
援

対
象

ロ
ー

カ
ル

1
0

,0
0

0
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
等

ハ
ウ

ス
内

環
境

制
御

と木
質

バ
イ

オ
マ

ス
エ

ネ
ル

ギ
ー

を
活

用
した

菌
床

し
い

た
け

栽
培

に
よ

る
地

域
経

済
循

環
創

出
事

業

岩
手

県
久

慈
市

富
士

の
麓

の
小

さ
な

城
下

町
都

留
市

織
物

業
再

興
×

ふ
る

さ
と納

税
活

用
プ

ロ
ジ

ェク
ト

山
梨

県
都

留
市

循
環

型
醸

造
事

業
〜

Fe
rm

en
t

Ba
se

〜

長
野

県
佐

久
市

ぶ
りと

茶
どこ

ろ
鹿

児
島

活
性

化
事

業

鹿
児

島
県

長
島

町

事
例

R7
年

度
当

初
予

算
額

（
案

）
︓

地
域

経
済

循
環

創
造

事
業

交
付

金
61

5百
万

円
（

R6
年

度
当

初
予

算
額

︓
地

域
経

済
循

環
創

造
事

業
交

付
金

60
0百

万
円

の
内

数
）

（
R6

年
度

補
正

予
算

額
︓

地
域

経
済

循
環

創
造

事
業

交
付

金
等

2,
11

0百
万

円

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

づ
く

り
の

推
進

ロー
カル

ス
ター

トア
ップ

等
の

た
め

の
地

域
の

ネ
ット

ワ
ー

クづ
くり

を
推

進
す

る
た

め
、中

間
支

援
組

織
と自

治
体

との
マ

ッチ
ング

セ
ミナ

ー
等

を
開

催

歴
史

文
化

の
港

町
・美

保
関

の
古

民
家

を
活

用
し

た
宿

泊
施

設
とレ

ト
ロ

な
BA

R整
備

事
業

島
根

県
松

江
市

う
だ

つ
の

町
並

み
周

辺
古

民
家

等
活

用
支

援
事

業

徳
島

県
美

馬
市

※
条

件
不

利
地

域
かつ

財
政

力
の弱

い市
町

村
の事

業
は国

費
2/

3,
 3

/4

・「
デ

ジ
タル

技
術

」
国

費
3/

4
・「

ロー
カル

脱
炭

素
」国

費
3/

4
・「

女
性

・若
者

活
躍

」国
費

3/
4【

新
規

】

原
則

1/
2

重
点

支
援

（
嵩

上
げ

）
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地
域

お
こ

し
協

力
隊

の
推

進
に

要
す

る
経

費


地
域

お
こし

協
力

隊
の

隊
員

数
は

、令
和

５
年

度
は

7,
20

0人
で

あ
り、

令
和

８
年

度
ま

で
に

10
,0

00
人

とす
る

目
標

を
掲

げ
て

い
る

（
デ

ジ
タル

田
園

都
市

国
家

構
想

総
合

戦
略

）
。


目

標
の

達
成

に
向

け
て

、情
報

発
信

の
強

化
、現

役
隊

員
・自

治
体

職
員

双
方

へ
の

サ
ポ

ー
ト

の
充

実
等

の
取

組
に

よ
り地

域
お

こし
協

力
隊

の
取

組
を

更
に

強
化

し、
地

方
へ

の
新

た
な

人
の

流
れ

を
力

強
く創

出
す

る
。

隊
員

活
動

期
間

中
制

度
周

知
・隊

員
募

集
任

期
後

起
業
・
定
住

地
域
へ
の

人
材
還
流
を

促
進
︕

■
「地

域
お

こし
協

力
隊

全
国

サ
ミッ

ト
」の

開
催

・地
域

お
こし

協
力

隊
や

自
治

体
関

係
者

の
ほ

か
広

く一
般

の
方

が
参

加
で

き
る

「地
域

お
こし

協
力

隊
全

国
サ

ミッ
ト」

を
開

催
し

、制
度

を
周

知
す

る
とと

も
に

、隊
員

同
士

の
学

び
や

交
流

の
場

等
を

提
供

す
る

。

■
「地

域
お

こし
協

力
隊

サ
ポ

ー
ト

デ
ス

ク
」に

よ
る

相
談

体
制

の
確

保
・隊

員
や

自
治

体
職

員
か

らの
相

談
に

一
元

的
に

対
応

で
き

る
よ

う「
地

域
お

こし
協

力
隊

サ
ポ

ー
トデ

ス
ク」

に
お

い
て

効
果

的
な

ア
ドバ

イス
を

提
供

す
る

。

■
各

種
研

修
会

等
の

実
施

・初
任

者
研

修
や

ス
テ

ップ
ア

ップ
研

修
とい

った
隊

員
の

「段
階

別
」の

研
修

を
実

施
す

る
とと

も
に

、
隊

員
の

孤
立

化
の

防
止

に
向

け
て

、同
じ

分
野

で
活

動
す

る
隊

員
間

の
つ

な
が

りを
強

化
し、

任
期

終
了

後
に

も
頼

れ
る

知
己

を
得

る
場

とし
て

「活
動

分
野

別
」の

研
修

を
実

施
す

る
。

・よ
り一

層
の

制
度

理
解

、隊
員

の
円

滑
な

活
動

の
支

援
等

の
た

め
、自

治
体

職
員

向
け

の
研

修
等

を
実

施
す

る
。

■
起

業
・事

業
化

研
修

等
の

実
施

・隊
員

の
起

業
・事

業
化

等
を支

援
す

る
た

め
、専

門
家

の
アド

バ
イス

に
よる

ビジ
ネ

ス
プラ

ンの
磨

き
上

げ
、事

業
実

現
に

向
け

た
サ

ポ
ー

ト等
を実

施
す

る
。

■
戦

略
的

な
広

報
の

取
組

強
化

・
イン

ター
ネ

ット
広

告
や

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

、S
NS

等
に

よ
る

制
度

の
周

知
を

、タ
ー

ゲ
ット

に
応

じ
て

戦
略

的
に

実
施

す
る

取
組

を
強

化
し、

隊
員

の
な

り手
の

更
な

る
掘

り起
こし

を
行

う。

■
課

題
を

抱
え

て
い

る
自

治
体

に
対

す
る

伴
走

支
援

の
強

化
・

「地
域

お
こし

協
力

隊
ア

ドバ
イザ

ー
派

遣
事

業
」の

更
な

る
拡

充
を行

い
、課

題
を抱

え
て

い
る自

治
体

に
対

す
る

伴
走

支
援

を強
化

す
る。

■
「地

域
お

こし
協

力
隊

全
国

ネ
ット

ワ
ー

ク
」等

の
推

進
・

「地
域

お
こし

協
力

隊
全

国
ネ

ット
ワ

ー
ク」

に
お

い
て

、令
和

6年
度

中
に

立
ち

上
げ

た
会

員
専

用
の

情
報

共
有

・
交

流
プ

ラッ
トフ

ォー
ム

を
活

用
し、

情
報

収
集

・発
信

、隊
員

や
協

力
隊

経
験

者
の

活
動

支
援

等
に

取
り組

む
。

・各
地

域
に

お
け

る
、協

力
隊

経
験

者
等

に
よ

る
ネ

ット
ワ

ー
クの

円
滑

な
運

営
を

推
進

す
る

こと
に

よ
り、

よ
り身

近
で

き
め

細
や

か
な

サ
ポ

ー
ト体

制
を

構
築

す
る

。

R7
年

度
当

初
予

算
額

（
案

）
︓

２
４

８
百

万
円

（
R6

年
度

当
初

予
算

額
︓

２
４

８
百

万
円

）
（

R6
年

度
補

正
予

算
額

︓
１

４
５

百
万

円
）
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※
そ
の
他
経
費
と
し
て
、
現
地
視
察
、
説
明
会
等
の
た
め
の
旅
費
・
・
・
２
百
万
円

自
治
体
情
報
シ
ス
テ
ム
標
準
化
・
共
通
化
の
推
進

○
住
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
と
行
政
の
効
率
化
を
図
る
た
め
、
原
則
全
て
の
自
治
体
が
、
令
和
７
年
度
ま
で
に
、
ガ
バ
メ
ン
ト

ク
ラ
ウ
ド
上
に
構
築
さ
れ
た
標
準
化
基
準
に
適
合
し
た
基
幹
業
務
シ
ス
テ
ム
へ
移
行
す
る
標
準
化
・
共
通
化
を
推
進
。

自
治

体
に

お
け
る
情

報
シ

ス
テ
ム

の
標

準
化
に

要
す

る
経
費


自

治
体

に
お

け
る

情
報

シ
ス

テ
ム

等
の

共
同

利
用

、手
続

の
簡

素
化

、迅
速

化
、行

政
の

効
率

化
等

を
推

進
す

る
た

め
、

自
治

体
に

対
して

標
準

化
基

準
に

適
合

し
た

情
報

シ
ス

テ
ム

の
利

用
を

義
務

づ
け

る
「地

方
公

共
団

体
情

報
シ

ス
テ

ム
の

標
準

化
に

関
す

る
法

律
」が

成
立

。（
令

和
３

年
法

律
第

40
号

）


原
則
令
和
７
年
度
ま
で
に
、
自
治
体
が
標
準
化
基
準
に
適
合
し
た
情
報
シ
ス
テ
ム
へ
円
滑
に
移
行
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
必
要

な
工
程
等
を
ま
と
め
た
手
順
書
の
改
定
等
を
行
う
と
と
も
に
、
自
治
体
に
お
け
る
進
捗
状
況
の
把
握
・
助
言
（
標
準
化
Ｐ
Ｍ
Ｏ
）
を
行

う
。

調
査

研
究

委
託

（
住

民
記

録
シ

ス
テ

ム
、税

務
シ

ス
テ

ム
、選

挙
人

名
簿

管
理

シ
ス

テ
ム

）
20

7百
万

円

＜
参

考
＞

「デ
ジ

タル
社

会
の

実
現

に
向

け
た

重
点

計
画

」（
令

和
５

年
６

月
９

日
閣

議
決

定
）

抄
・「

基
幹

業
務

シ
ス

テ
ム

を
利

用
す

る
原

則
全

て
の

地
方

公
共

団
体

が
、目

標
時

期
で

あ
る

20
25

 年
度

（
令

和
７

年
度

）
ま

で
に

、ガ
バ

メン
トク

ラウ
ド上

に
構

築
され

た
標

準
準

拠
シ

ス
テ

ム
へ

円
滑

か
つ

安
全

に
移

行
で

き
る

よ
う、

そ
の

環
境

を
整

備
す

る
こと

とし
、そ

の
取

組
に

当
た

って
は

、地
方

公
共

団
体

の
意

見
を

丁
寧

に
聴

き
な

が
ら、

必
要

な
支

援
を

積
極

的
に

実
施

す
る

。」
・「

総
務

省
は

、標
準

準
拠

シ
ス

テ
ム

ヘ
の

移
行

に
向

け
た

標
準

的
な

取
組

を
盛

り込
ん

だ
手

順
書

に
つ

い
て

、当
該

手
順

書
に

沿
って

先
進

的
に

取
り組

ん
で

い
る

地
方

公
共

団
体

の
取

組
事

例
を

調
査

し、
よ

り前
倒

しで
の

取
組

が
可

能
とな

る
よ

う2
02

3 
年

（
令

和
５

年
）

夏
を

目
途

に
改

定
を

行
う。

あ
わ

せ
て

、当
該

手
順

書
を

踏
ま

え
、各

地
方

公
共

団
体

が
、標

準
準

拠
シ

ス
テ

ム
へ

移
行

の
取

組
を

よ
り円

滑
に

前
倒

しし
て

実
施

で
き

る
よ

う、
PM

O
 ツ

ー
ル

に
よ

る
個

別
自

治
体

の
進

捗
管

理
の

徹
底

や
人

材
派

遣
を

通
じて

、関
係

省
庁

・都
道

府
県

とも
連

携
し市

区
町

村
に

お
け

る
移

行
支

援
を

強
化

す
る

。」

＜
参

考
＞

地
方

公
共

団
体

情
報

シ
ス

テ
ム

の
標

準
化

に
関

す
る

法
律

（
令

和
3年

年
法

律
第

40
号

）
抄

（
国

の
措

置
等

）
第

九
条

（
略

）
２

国
は

、地
方

公
共

団
体

に
お

け
る

地
方

公
共

団
体

情
報

シ
ス

テ
ム

の
標

準
化

の
状

況
を

把
握

す
る

た
め

の
調

査
を

行
うと

とも
に

、地
方

公
共

団
体

に
対

し、
地

方
公

共
団

体
情

報
シ

ス
テ

ム
の

標
準

化
の

た
め

に
必

要
な

助
言

、情
報

の
提

供
そ

の
他

の
措

置
を

講
ず

る
も

の
とす

る
。

３
（

略
）

R
７

年
度

当
初

予
算

額
（
案

）
：
2
0
9
百

万
円

（
R

６
年

度
当

初
予

算
額

：
2
6
6
百

万
円

）
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地
方

公
共

団
体

の
業

務
シ

ス
テ

ム
の

標
準

化
・共

通
化

や
サ

イ
バ

ー
攻

撃
の

高
度

化
・巧

妙
化

を
踏

ま
え

、新
た

な
自

治
体

情
報

セ
キ

ュリ
テ

ィ対
策

の
在

り方
に

つ
い

て
調

査
研

究
を

行
う。

R
７

年
度

当
初

予
算

額
（
案

）
：
７

４
百

万
円

（
R

６
年

度
当

初
予

算
額

：
７

４
百

万
円

）

○
総

務
省

で
は

、過
去

か
ら政

府
に

お
け

る
セ

キ
ュリ

テ
ィ対

策
の

動
向

や
、行

政
手

続
の

オ
ン

ライ
ン

化
な

ど新
た

な
時

代
の

要
請

を
踏

ま
え

、「
地

方
公

共
団

体
に

お
け

る
情

報
セ

キ
ュリ

テ
ィポ

リシ
ー

に
関

す
る

ガ
イド

ライ
ン

」の
改

定
を

行
って

い
る

が
、昨

今
の

サ
イ

バ
ー

攻
撃

が
増

加
・高

度
化

す
る

中
、自

治
体

の
情

報
セ

キ
ュリ

テ
ィ対

策
は

不
断

の
見

直
しを

行
う必

要
が

あ
る

。
○

特
に

、今
年

５
月

31
日

に
公

表
され

た
、「

国
・地

方
ネ

ット
ワ

ー
クの

将
来

像
及

び
実

現
シ

ナ
リオ

に
関

す
る

検
討

会
」報

告
書

や
、デ

ジ
タル

社
会

の
実

現
に

向
け

た
重

点
計

画
に

お
い

て
、自

治
体

職
員

の
柔

軟
な

働
き

方
の

実
現

の
た

め
に

、ゼ
ロ

ト
ラ

ス
ト

ア
ー

キ
テ

ク
チ

ャの
考

え
方

を
導

入
し

た
セ

キ
ュリ

テ
ィの

在
り方

を
調

査
・分

析
・検

証
を

行
った

上
で

、「
地

方
公

共
団

体
に

お
け

る
情

報
セ

キ
ュリ

テ
ィポ

リシ
ー

に
関

す
る

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」に
つ

い
て

検
討

を
行

うこ
とと

され
て

い
る

。
Ｍ

ｓ
ル

検
討

の
背

景
・内

容

ゼ
ロト

ラス
トア

ー
キ

テ
クチ

ャの
考

え
方

の
導

入
に

つ
い

て
は

、最
新

の
セ

キ
ュリ

テ
ィ対

策
の

動
向

を
踏

ま
え

た
技

術
的

な
知

見
に

加
え

、自
治

体
の

業
務

に
即

した
対

策
を

検
討

す
る

こと
が

重
要

で
あ

る
た

め
、セ

キ
ュリ

テ
ィと

自
治

体
の

現
場

の
両

方
に

つ
い

て
知

見
を有

す
る

専
門

人
材

に
調

査
研

究
の

請
負

を
実

施
す

る
必

要
が

あ
る

。

◎
デ

ジ
タル

社
会

の
実

現
に

向
け

た
重

点
計

画
（

20
24

年
（

令
和

６
年

）
６

月
21

日
）

重
点

施
策

一
覧

（
抄

）
○

[N
o.

1-
73

]
中

長
期

の
視

点
で

全
体

最
適

とな
る

「国
・地

方
を

通
じた

デ
ジ

タル
基

盤
」と

して
の

ネ
ット

ワ
ー

クの
実

現
・

今
後

、国
・地

方
の

更
な

る
連

携
強

化
や

コス
ト効

率
化

、セ
キ

ュリ
テ

ィ強
化

、サ
ー

ビス
レ

ベ
ル

の
向

上
を

実
現

す
る

た
め

、「
20

30
年

頃
の

国
・地

方
の

ネ
ット

ワ
ー

クの
将

来
像

」（
の

実
現

に
向

け
、以

下
の

取
組

を
着

実
に

進
め

る
。

・
国

・地
方

の
適

切
な

役
割

分
担

の
下

、国
が

主
体

的
に

整
備

す
る

ネ
ット

ワ
ー

ク基
盤

の
共

用
化

の
検

討
・

地
方

の
ネ

ット
ワ

ー
ク

上
の

シ
ス

テ
ム

へ
の

ゼ
ロ

ト
ラ

ス
ト

ア
ー

キ
テ

ク
チ

ャの
考

え
方

の
導

入
に

向
け

た
調

査
・分

析
・検

証
・

行
政

職
員

が
シ

ス
テ

ム
の

構
築

・運
用

に
必

要
な

技
術

研
鑽

等
が

可
能

な
人

材
育

成
環

境
の

整
備

等
に

つ
い

て
、可

能
な

も
の

か
ら速

や
か

に
実

施
す

る
。あ

わ
せ

て
、将

来
像

へ
の

移
行

プ
ロセ

ス
の

具
体

化
、安

定
的

か
つ

持
続

的
な

運
用

管
理

体
制

、情
報

セ
キ

ュリ
テ

ィポ
リシ

ー
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
（

注
）

等
に

つ
い

て
更

な
る

検
討

を
行

う。
（

注
）

「地
方

公
共

団
体

に
お

け
る

情
報

セ
キ

ュリ
テ

ィポ
リシ

ー
に

関
す

る
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
」（

総
務

省
）

◎
デ

ジ
タル

社
会

の
実

現
に

向
け

た
重

点
計

画
（

20
24

年
（

令
和

６
年

）
６

月
21

日
）

重
点

施
策

一
覧

（
抄

）
(参

考
) 

ゼ
ロト

ラス
トア

ー
キ

テ
クチ

ャと
そ

の
動

向
ゼ

ロト
ラス

トア
ー

キ
テ

クチ
ャは

、ネ
ット

ワ
ー

ク
上

に
は

外
部

/内
部

を
問

わ
ず

脅
威

が
存

在
す

る
とい

った
前

提
に

立
ち

、「
ト

ラ
ス

ト
・ゾ

ー
ン

(シ
ス

テ
ム

の
内

側
の

特
権

領
域

) 
を

極
小

化
す

る
」と

い
った

概
念

で
あ

る
。物

理
的

閉
域

性
の

み
に

依
存

す
る

境
界

型
モ

デ
ル

に
お

い
て

は
、ト

ラス
ト・

ゾ
ー

ン
が

広
大

で
あ

り、
全

面
的

な
防

御
が

困
難

とな
る

中
、当

該
ゼ

ロト
ラス

トア
ー

キ
テ

クチ
ャに

沿
った

シ
ス

テ
ム

が
、高

い
セ

キ
ュリ

テ
ィの

実
現

に
有

効
で

あ
る

。具
体

的
に

は
、ト

ラス
ト・

ゾ
ー

ン
の

極
小

化
の

実
現

の
手

段
の

一
手

法
とし

て
、ユ

ー
ザ

ー
、デ

バ
イ

ス
、ア

プ
リケ

ー
シ

ョン
等

の
細

分
化

さ
れ

た
レ

イ
ヤ

に
お

い
て

『都
度

必
要

な
ア

ク
シ

ョン
に

対
して

必
要

な
レ

ベ
ル

の
認

証
を

行
い

、問
題

な
け

れ
ば

適
切

な
ア

ク
セ

ス
権

を
認

可
す

る
』と

い
った

検
証

を
厳

密
に

行
うこ

と
等

が
有

効
で

あ
り、

国
が

整
備

す
る

GS
Sで

は
境

界
型

防
御

と端
末

防
御

等
を

組
み

合
わ

せ
て

導
入

が
進

め
られ

て
い

る
。

自
治

体
情

報
セ

キ
ュリ

テ
ィ対

策
に

係
る

調
査

研
究
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緊
急

消
防

援
助

隊
の

装
備

の
充

実

１
緊

急
消

防
援

助
隊

設
備

整
備

費
補

助
金

の
概

要
大

規
模

災
害

や
特

殊
災

害
へ

の
対

応
力

を
強

化
す

る
た

め
、緊

急
消

防
援

助
隊

設
備

の
整

備
に

必
要

とな
る

経
費

の
一

部
を

補
助

２
根

拠
法

令
・

消
防

組
織

法
第

49
条

第
２

項
・

緊
急

消
防

援
助

隊
に

関
す

る
政

令
第

６
条

第
２

項

３
補

助
対

象
設

備
・

消
防

ポ
ンプ

自
動

車
、救

助
工

作
車

、救
急

自
動

車
等

・
航

空
機

及
び

消
防

艇
・

救
助

用
資

機
材

、救
急

用
資

機
材

等

４
補

助
事

業
の

対
象

者
都

道
府

県
、市

町
村

（
特

別
区

、一
部

事
務

組
合

及
び

広
域

連
合

を
含

む
）

※
緊

急
消

防
援

助
隊

登
録

団
体

に
限

る

５
補

助
率

１
／

２

６
予

算
額

（
案

）
令

和
７

年
度

当
初

予
算

額
（

案
）

４
９

．
９

億
円

（
令

和
６

年
度

当
初

予
算

額
４

９
．

９
億

円
）

消
防

ポ
ン

プ
自

動
車

（
災

害
対

応
特

殊
水

槽
付

消
防

ポ
ン

プ
自

動
車

Ⅰ
－

Ｂ
型

）

（
注

）
上

記
補

助
金

の
ほ

か
、消

防
組

織
法

第
50

条
の

規
程

に
基

づ
く無

償
使

用
制

度
に

よ
る

整
備

が
あ

る
（

2.
2億

円
)。

令
和

７
年

度
当

初
予

算
額

（
案

）
52

.1
億

円
（

令
和

６
年

度
当

初
予

算
額

49
.9

億
円

）
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マ
イ

ナ
ン

バ
ー

カ
ー

ド
の

発
行

、申
請

・交
付

体
制

等
の

整
備

○
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
カ

ー
ド

交
付

事
務

費
補

助
金

市
区

町
村

に
お

け
る

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

カ
ー

ド
の

交
付

事
務

に
必

要
な

経
費

に
つ

い
て

、
総

務
大

臣
が

市
区

町
村

に
対

し
て

補
助

金
を

交
付

。

・
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
カ

ー
ド

の
交

付
（

更
新

及
び

電
子

証
明

書
の

発
行

・

更
新

を
含

む
。

）

・
出

張
申

請
受

付
方

式
及

び
申

請
サ

ポ
ー

ト
方

式
等

の
実

施

・
臨

時
交

付
窓

口
の

設
置

・
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
カ

ー
ド

の
申

請
書

、
交

付
通

知
書

等
の

作
成

及
び

送
付

・
照

会
回

答
書

の
印

刷
及

び
郵

送
等

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

IC
チ

ッ
プ

※
税

や
年

金
等

の
個

人
情

報
は

記
録

さ
れ

な
い

裏
表

カ
ー

ド
の

利
用

例

✓
顔

写
真

付
き

の
本

人
確

認
書

類
と

し
て

✓
電

子
証

明
書

を
使

っ
て

、
全

国
の

コ
ン

ビ
ニ

で
住

民
票

の
写

し
等

を
受

け
取

り

✓
社

会
保

障
・
税

な
ど

の
手

続
に

お
い

て
添

付

書
類

が
不

要
に

令
和

７
年

度
当

初
予

算
額

（
案

）
２

０
３

．
５

億
円

（
参

考
）
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
カ

ー
ド

地
方

公
共

団
体

情
報

シ
ス

テ
ム

機
構

（
J
-
L
IS

）
が

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

カ
ー

ド
を

安
定

的
に

発
行

で
き

る
環

境
を

構
築

す
る

と
と

も
に

、
市

区
町

村
が

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

カ
ー

ド
を

住
民

に
対

し
て

円
滑

に
交

付
で

き
る

環
境

を
構

築
す

る
。

○
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
カ

ー
ド

交
付

事
業

費
補

助
金

J
-
L
IS

に
お

け
る

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

カ
ー

ド
の

発
行

事
務

に
必

要
な

経
費

（
J
-
L
IS

が
構

築
す

る
シ

ス
テ

ム
に

関
す

る
経

費
を

除
く
。

）
に

つ
い

て
、

総
務

大
臣

が
J
-
L
IS

に
対

し
て

補
助

金
を

交
付

。

・
個

人
番

号
通

知
書

等
の

作
成

及
び

発
送

・
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
カ

ー
ド

の
作

成

・
マ

イ
ナ

ン
バ

ー
カ

ー
ド

交
付

通
知

書
の

作
成

・
個

人
番

号
通

知
書

及
び

マ
イ

ナ
ン

バ
ー

カ
ー

ド
に

係
る

住
民

か
ら

の
問

合
せ

へ
の

対
応

等
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令
和

７
年

国
勢

調
査

の
実

施

総
務

省
統

計
局

都
道

府
県

指
導

員
調

査
世

帯

令
和

７
年

度
当

初
予

算
額

(
案

)
6
8
9
.
4
億

円

調
査

員
市

区
町

村


国
勢
調

査
は

、
大
正

９
年

（
1
9
2
0
年

）
の
第
１

回
調

査
以
来

、
国

の
最
も

基
本

的
で
重
要

な
統
計

調
査

と
し
て

５
年

ご
と
に

実
施

。
そ
の
2
2
回

目
に
当

た
る

令
和
７

年
国

勢
調
査
を

確
実
に

実
施

す
る
こ

と
で

、
人
及

び
世

帯
の
実

態
を

把
握
し

、
地

域
振
興

、
経

済
活
性
化

な
ど
各
種
行
政
施
策
そ
の
他
の
基
礎
資
料
を
得
る
。


調

査
期

日
：

令
和

７
年

1
0
月

１
日


調

査
対

象
：

我
が

国
に

常
住

す
る

全
て

の
世

帯


調
査

事
項

：
氏

名
、

男
女

の
別

、
出

生
の

年
月

、
配

偶
の

関
係

、
国

籍
、

居
住

期
間

、
５

年
前

の
住

居
の

所
在

地
、

就
業

状
態

、
仕

事
の

種
類

な
ど

（
計

1
7
項

目
）


調

査
の

流
れ

：


回

答
方

法
：

①
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

（
ス

マ
ー

ト
フ

ォ
ン

、
P
C
な

ど
）

②
郵

送
③

調
査

員
に

提
出

調
査

の
概

要

利
用

例

【
法

定
人

口
と

し
て

の
利

用
】

衆
議

院
議

員
の

小
選

挙
区

の
改

定
基

準
、

都
道

府
県

・
市

町
村

議
会

の
議

員
定

数
の

決
定

、
地

方
交

付
税

の
算

定
基

準
等

【
行

政
施

策
の

基
礎

資
料

と
し

て
の

利
用

】
保

育
所

の
整

備
・
充

実
な

ど
、

安
心

し
て

子
供

を
産

み
育

て
る

環
境

の
整

備
な

ど
少

子
化

対
策

の
基

礎
資

料
、

高
齢

者
社

会
福

祉
施

策
の

基
礎

資
料

等

【
各

種
標

本
調

査
の

抽
出

フ
レ

ー
ム

と
し

て
の

利
用

】
労

働
力

調
査

、
家

計
調

査
等

の
抽

出
フ

レ
ー

ム
等

（
令

和
６

年
度

予
算

額
2
6
.
6
億

円
）
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＜
主
な
歳
出
増
減
の
内
訳
＞

（
対
６
年
度
当
初
）

(単
位
：
億
円
）
（
対
６
年
度
当
初
）

※
計
数
は
そ
れ
ぞ
れ
四
捨
五
入
し
て
い
る
の
で
、
合
計
に
お
い
て
一
致
し
な
い
場
合
が
あ
る
。

交
付
税
及
び
譲
与
税
配
付
金
特
別
会
計

2
1
5
,5
4
0
（
▲
6
,0
3
0
）

5
0
7
,1
9
3
（
▲
1
1
,4
7
8
）

歳
出
純
計
額
か
ら
国
債

償
還
費
、
社
会
保
障
費

等
を
除
い
た
額

歳
出
純
計
額

歳
出
総
額

3
1
（
▲
0
）

・
　
地
方
交
付
税
交
付
金

・
　
地
方
特
例
交
付
金

・
　
地
方
譲
与
税
譲
与
金

・
　
国
債
整
理
基
金
特
別
会
計
へ
繰
入

： ： ： ：

18
3,
43
7

1,
93
6

29
,6
6
1

29
1,
65
3

億
円

億
円

億
円

億
円

（ （ （ （

+9
98

▲
9
,3
8
4

+2
,3
6
8

▲
5
,4
4
9

億
円
）

億
円
）

億
円
）

億
円
）

5
07
,
1
9
3億

円
（
▲
1
1,
47
8）

5
16
,
3
1
3億

円

（
▲
9
,4
24
）

前
年
度
剰
余
金
受
入
等

1
7
,8
76
（
1
,3
76
）

【
令
和
７
年
度
歳
入
予
算
】

【
令
和
７
年
度
歳
出
予
算
】

他
会
計
よ
り
受
入

1
9
3
,9
1
4
( +
1
2,
6
96
）

〔
う
ち
一
般
会
計
よ
り
受
入
〕

1
9
1
,2
5
5
（
+
1
2
,9
07
）

〔
う
ち
財
投
特
会
よ
り
受
入
〕

2
,0
0
0（
▲
3
0
0
）

〔
う
ち
復
興
特
会
よ
り
受
入
〕

6
5
9
（
+
8
9
）

租
税

5
1
,4
01
（
+
4
,5
0
5）

借
入
金

2
5
3
,1
2
3
（
▲
2
8
,0
0
0
）

地
方
交
付
税
交
付
金

1
8
3
,4
3
7（
+
9
98
）

【
う
ち
復
興
経
費

6
8
4
（
+
73
）
】

地
方
特
例
交
付
金
1
,9
3
6
(▲
9
,3
84
）

交
通
安
全
対
策
特
別
交
付
金
4
7
5
（
▲
1
2
）

地
方
譲
与
税
譲
与
金

2
9
,6
6
1（
+
2
,3
6
8
）

国
債
整
理
基
金
特
別
会
計

へ
繰
入 2
9
1
,6
5
3
（
▲

5,
44

9）

予
備
費
等

3
1
（
▲
0
）
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：

　

地
方

交
付

税

2
1
.0

兆
円

（
＋

0
.7

兆
円

）
1
9
.0

兆
円

（
＋

0
.3

兆
円

）
給

与
関

係
経

費

（
＋

1
.1

兆
円

）

交
付

税
（
入

口
）

交
付

税
（
出

口
）

一
般

財
源

総
額

（水
準

超
経

費
除

き
）

63
.8

兆
円

1
8
8
,8

4
8
億

円
1
8
9
,5

7
4
億

円

（
＋

2
2
,3

0
5
億

円
）

（
＋

2
,9

0
4
億

円
）

7
.6

兆
円

(＋
0
.8

兆
円

）

4
8
.4

兆
円

（
＋

3
.0

兆
円

）
　

地
方

税
・
地

方
譲

与
税

地
方

特
例

交
付

金
0
.2

兆
円

（
▲

0
.9

兆
円

）

そ
　

の
　

他
2
9
.4

兆
円

（
＋

1
.5

兆
円

）

そ
　

の
　

他

公
　

債
　

費
1
0
.7

兆
円

（
▲

0
.2

兆
円

）

一
般

行
政

経
費

4
5
.6

兆
円

（
＋

1
.9

兆
円

）

投
資

的
経

費
1
2
.1

兆
円

（
＋

0
.1

兆
円

）

歳
入

・
歳

出
総

額
9
7
.0

兆
円

(＋
3
.4

兆
円

)

（－
）

特
例

加
算

（＋
27

,0
34

億
円

） －

（▲
4,

72
9億

円
）

精
算

分
等

：
▲

 6
,3

7
4
億

円

＜
　

一
　

般
　

会
　

計
　

＞
＜

 交
　

付
　

税
　

特
　

会
 ＞

＜
地

方
財

政
収

支
見

通
し

＞

（
　

歳
　

入
　

）
（
　

歳
　

出
　

）

1
9
5
,2

2
2
億

円
法

定
率

分
　

：

地
方

交
付

税
交

付
金

等
：
1
9
0
,7

84
億

円
（
＋

1
2
,9

2
1億

円
）

＝+

（
注

）
（

）
内

は
対

前
年

度
当

初
増

減
。

計
数

は
四

捨
五

入
し

て
い

る
の

で
、

合
計

に
お

い
て

一
致

し
な

い
場

合
が

あ
る

。

特
別

会
計

地
方

法
人

税

前
年

度
か

ら
の

繰
越

金

特
会

借
入

金
償

還

令
和

７
年

度
地

方
財

政
対

策
の

概
要

1
,9

3
6
億

円

（▲
9,

38
4
億

円
）

地
方

特
例

交
付

金
：

26
.6

兆
円

（＋
1.

4兆
円

）

1.
2兆

円
（
▲

0.
1
兆

円
）

0
.4

兆
円

（－
）

地
域

デ
ジ

タ
ル

社
会

推
進

費
0.

2
兆

円
（▲

0.
1
兆

円
）

う
ち

、
地

域
社

会
再

生
事

業
費

地
方

創
生

推
進

費

う
ち

、
補

助
分

72
7億

円
（▲

19
,4

01
億

円
）

21
,7

73
億

円

6,
82

2
億

円

▲
28

,0
00

億
円 等

う
ち

、
新

し
い

地
方

経
済

・生
活

環
境

創
生

事
業

費
（仮

称
）

（
注

）
臨

時
財

政
対

策
債

発
行

額
は

０
円

1.
0兆

円
（－

）

0
.2

兆
円

（皆
増

）
う

ち
、

給
与

改
善

費
（仮

称
）

※
給

与
改

善
費

計
上

分
を

除
く
と

対
前

年
度

比
＋
0
.9

兆
円
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不正薬物等への対応を含む水際取締りの厳格化や「農林水産物・食品の輸出拡
大実行戦略」に適切に対処するため、 

・税関における体制整備 
・日本産酒類の認知度向上や販路拡大、高付加価値化に向けた取組への支援等 

の予算を計上。 
 

 
 （単位：億円） 

項 目 令和６年度 令和７年度 ６’→ ７’増 減 

財務省関係 

（行政経費） 

＜９，７９６＞ 

８，６８３ 

＜９，９９８＞ 

８，９１４ 

＜＋２０２（＋２．１％）＞ 

＋２３１（＋２．７％） 

（注） ＜ ＞の金額には、デジタル庁への一括計上分が含まれている。 
 
 

 

 

１ 税関における水際取締強化への対応 

―不正薬物、銃砲、テロ関連物資等のいわゆる社会悪物品等の水際取締りの厳格化と迅速な

通関を確保するため、取締・検査機器等の整備を図る。 

 

 令和６年度 令和７年度 

○ 税関治安対策経費 122.3 億円 ⇒ 123.3 億円  

  ※ 令和６年度補正予算において、円滑かつ厳格な税関体制の整備経費（33.4 億円）を計上。 

 

２ 酒類業振興関係予算 

―「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」に基づき、日本産酒類の輸出拡大を図るため、

認知度向上や販路拡大、高付加価値化に向けた取組への支援等を実施する。 

 

 令和６年度 令和７年度 

○ 日本産酒類の競争力強化・海

外展開推進事業費 

14.6 億円 ⇒ 15.3 億円  

○ 清酒製造業近代化事業費 6.2 億円 ⇒ 6.2 億円  

○ 酒類総合研究所運営費交付金 9.7 億円 ⇒ 9.6 億円  

計 30.5 億円 ⇒ 31.1 億円  

  ※ 令和６年度補正予算において、日本産酒類輸出促進等緊急支援事業（14.0 億円）、地方経済

の成長のための酒類総合研究所の機能強化（1.9 億円）を計上。 

財務省関係予算のポイント 

◆ 予算のポイント 

令和７年度予算編成の基本的な考え方 
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(計数は各々単位未満四捨五入） （ ）

7’

（ ）

（ ）

（主な歳入）

（ ）

（ ）

（主な歳出）

（ ）

（ ）

百万円 （ ）

百万円 （ ）

＜参考＞積立金の残高

令和７年度末（予定） 2兆800億円

（注） 　１回の地震等による総支払保険金の上限は、12.0兆円である。
　（そのうち、政府の支払保険責任額は、11兆6,643億円)

　　　　　官民共同の保険である地震保険制度の安定的な運営のため、一時的に保険料の配分を
　　　　変更し、近年の地震災害により減少した民間危険準備金残高の回復を図ることとしている。

そ の 他 9 7.0 ％

％

％

事 務 取 扱 費 1 億円 8.4 ％

人 件 費 85 8.6

％

再 保 険 費 1,173 億円 3.6

1.8 ％

雑 収 入 335 億円

再 保 険 料 収 入 840 億円

8.3

1,174 億円

【 概 要 】

地震等による被災者の生活の安定に寄与することを目的として、民間損害保険会社が負う地震
保険責任を政府が再保険し、再保険料の受入れ、管理・運用のほか、民間のみでは対応できない
巨大地震発生の際には、再保険金の支払いを行う。

億円
（ 3.6 ％ ）

％ ）

地 震 再 保 険 特 別 会 計
1,174 億円

歳 出
1,133

歳 入
1,133 億円

（ 3.6

令和７年度 地震再保険特別会計予算概算の概要

6 ’ 当 初 予 算 額
（ 伸 率 ）

概 算 額

積立金は、巨大地震発生時の「再保険金並びに借入金の償還金及び利子に

充てるために必要な金額」を積み立てているもの。
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＜
主
な
歳
出
増
減
の
内
訳
＞

（
対
６
年
度
当
初
）

・
　
契
約
件
数
の
増
加
等
に
よ
る
再
保
険
料
収
入
の
増
加
等
に
伴
う
再
保
険
費
の
増
（
＋
4
1
億
円
）

(単
位
：
億
円
）
（
対
６
年
度
当
初
）

※
計
数
は
そ
れ
ぞ
れ
四
捨
五
入
し
て
い
る
の
で
、
合
計
に
お
い
て
一
致
し
な
い
場
合
が
あ
る
。

地
震
再
保
険
特
別
会
計

1
,1
7
4
（
+
4
1
）

1
,1
7
4
（
+
4
1
）

歳
出
純
計
額
か
ら
国
債

償
還
費
、
社
会
保
障
費

等
を
除
い
た
額

歳
出
純
計
額

歳
出
総
額

1
,1
7
4
（
+
4
1
）

1
,1
74

億
円

（
+4
1）

再
保
険
料
収
入

84
0（
+
1
5
）

【令
和
７
年
度
歳
入
予
算
】

【令
和
７
年
度
歳
出
予
算
】

雑
収
入

（預
託
金
利
子
収
入
等
）

33
5（
+
2
6
）

1
,1
74

億
円

（
+4
1）

再
保
険
費

1,
17
3
（
+
4
1）

事
務
取
扱
費
等

1
（
+
0
）
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(計数は各々単位未満四捨五入） （ 6’ ）

7’

（ ）

（ ）

【概要】

（主な歳入）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（主な歳出）

（ ）

（ ）

百万円 （ ）

百万円 （ ）

（ ）

（ ）

＜参考＞ 積立金の残高

令和７年度末（予定） 7,712億円

令和７年度 財政投融資特別会計（財政融資資金勘定）予算概算の概要

当初予算額
（ 伸 率 ）

概 算 額

△ 16.4 ％ ）
財 政 投 融 資 特 別 会 計
＜ 財 政 融 資 資 金 勘 定 ＞

21 兆 6,382 億円
歳 入

25 兆 8,969 億円
（

％ ）
21 兆 6,382 億円

歳 出
25 兆 8,969 億円

（△ 16.4

財政投融資計画の一環として、財投債で調達した資金等を原資に、国の特別会計や地方公共
団体、政府関係機関、独立行政法人などに対して貸付けを財政融資資金より実施しており、この
財政融資資金の運用に関する経理を行う。

資 金 運 用 収 入 9,589 億円 0.8 ％

％

財 政 融 資 資 金 よ り 受 入 10 兆 5,572 億円 △ 28.9 ％

公 債 金 10 兆円 －

96.2 ％積 立 金 よ り 受 入 661 億円

財政融資資金へ繰入 10 兆円 － ％

事 務 取 扱 費 74 億円 0.4 ％

人 件 費 3,800 1.9 ％

そ の 他 3,559 △ 1.2 ％

諸 支 出 金 4,418 億円 1.4 ％

国債整理基金特別会計へ繰入 11 兆 1,890 億円 △ 27.6 ％

　 積立金は、毎会計年度の剰余金（損益計算上の利益に相当）が生じた場合、将来生じうる
損失に備えるために積み立てているもの。
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＜
主
な
歳
出
増
減
の
内
訳
＞

（
対
６
年
度
当
初
）

・
　
財

投
債

の
償

還
額

の
減

少
等

に
伴

う
「
国

債
整

理
基

金
特

別
会

計
へ

繰
入

」
の

減
（
▲

4
2
,6
4
9
億

円
）

(単
位

：
億

円
）
（
対

６
年

度
当

初
）

財
政
投
融
資
特
別
会
計
財
政
融
資
資
金
勘
定

1
0
3
,2
0
3
（
+
6
）

2
1
6
,3
8
2
（
▲
4
2
,5
8
7
）

歳
出
純
計
額
か
ら
国
債

償
還
費
、
社
会
保
障
費

等
を
除
い
た
額

歳
出

純
計

額
歳

出
総

額

7
4
（
+
0
）

※
計

数
は

そ
れ

ぞ
れ

四
捨

五
入

し
て
い
る
の

で
、
合

計
に
お
い
て
一

致
し
な
い
場

合
が

あ
る
。

2
1
6
,
3
8
2
億
円

（
▲

42
,5
87
）

2
1
6
,
3
8
2
億
円

（
▲

42
,5
87
）

公
債

金
1
0
0
,0
0
0
（－

）

【
令
和
７
年
度
歳
入
予
算
】

【
令
和
７
年
度
歳
出
予
算
】

予
備

費
1
（
－

）

事
務

取
扱

費
7
4
（
+
0
）

公
債

等
事

務
取

扱
費

一
般

会
計

へ
繰

入
0
（
▲

0
）

財
政

融
資

資
金

へ
繰

入
1
0
0
,0
0
0
（－

）

諸
支

出
金

4
,4
1
8
（
+
62
）

国
債

整
理

基
金

特
別

会
計

へ
繰

入
1
1
1
,8
9
0
（▲

42
,6
4
9）

財
政

融
資

資
金

よ
り
受

入
1
0
5
,5
7
2
（▲

42
,9
9
4）

雑
収

入
5
6
0
(+
1
0）

資
金

運
用

収
入

9
,5
8
9
（
+
72
）

積
立

金
よ
り
受

入
6
6
1
(+
32
4)
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(計数は各々単位未満四捨五入） （ 6’ ）

7’

）

）

（主な歳入）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（主な歳出）

（ ）

（ ）

（ ）

＜参考＞ 基金の残高

令和７年度末（予定） 　3兆41億円

（注） 公債金は、復興債借換分等を除き、60年償還ルールに基づいて計算される借換債発行額を計上。

％う ち 復 興 借 換 公 債 金 3 兆 518 億円 △ 3.5
うち脱炭素成長型経済構
造移行借換公債金

△ 17.3 ％7,035 億円

6.1 ％

公 債 金 136 兆 2,231 億円 0.5 ％

270 億円
う ち 東 日 本 大 震 災 復 興
他 会 計 よ り 受 入

うち脱炭素成長型経済構
造移行推進他会計より受
入

541 億円 △ 9.1 ％

【 概 要 】

一般会計又は特別会計からの繰入資金等を財源として公債、借入金等の償還及び利子等
の支払いを行う。

他 会 計 よ り 受 入 85 兆 1,010 億円 △ 4.3 ％

）
222 兆 1,185 億円

歳 出
225 兆 1,390 億円

（ △ 1.3

7,620

令和７年度 国債整理基金特別会計予算概算の概要

（ 伸 率 ）
概 算 額

△ 1.3 ％ ）

国 債 整 理 基 金 特 別 会 計
222 兆 1,185 億円

歳 入
225 兆 1,390 億円

（

％

当初予算額

脱炭素成長型経済構造
移行債整理支出

億円

兆 1,642 億円 1.2 ％

復 興 債 整 理 支 出 3 兆 1,923 億円 △ 5.1 ％

国 債 整 理 支 出 218 △

△ 16.6 ％

（

（

基金残高は、翌年度以降の国債償還等に充てるため、全額令和８年度の歳
入に繰り入れられるもの。
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＜
主
な
歳
出
増
減
の
内
訳
＞

（
対
６
年
度
当
初
）

・
　
財
投
債
の
債
務
償
還
費
の
減
（
▲
4
2
,6
9
4
億
円
）

(単
位
：
億
円
）
（
対
６
年
度
当
初
）

・
　
Ｇ
Ｘ
経
済
移
行
債
の
債
務
償
還
費
の
減
（▲

1
,4
7
3
億
円
）

国
債
整
理
基
金
特
別
会
計

8
5
5
,3

7
6

2
,2
2
1
,1
8
5
（
▲
3
0
,2
0
5
）

歳
出
純
計
額
か
ら
国
債

償
還
費
、
社
会
保
障
費

等
を
除
い
た
額

歳
出
純
計
額

歳
出
総
額

2

債
務
償
還
費

2
,0

5
1
,4

2
5 
（
▲

4
0
,9

1
5
）

2
,
22
1,
18
5億

円

（
▲

30
,2
05
）

一
般
会
計
よ
り
受
入

2
8
2
,1

7
1
（+

12
,0

8
8）

公
債
金
収
入

1
,3

2
4
,6

77
（+

9,
6
72
）

公
債
金
収
入
（
復
興
）

3
0
,5

1
8
（
▲

1,
1
22
）

【
令
和
７
年
度
歳
入
予
算
】

【
令
和
７
年
度
歳
出
予
算
】

そ
の
他
特
会
よ
り
受
入

5
6
8
,0

2
8

（
▲

5
0
,4

5
2
） 東
日
本
大
震
災
復
興
他
会
計
よ
り
受
入

2
7
0
(+

1
5）

脱
炭
素
成
長
型
経
済
構
造
移
行
推
進

他
会
計
よ
り
受
入

5
4
1
(▲

5
4
）

公
債
金
収
入
（
Ｇ
Ｘ
）

7
,0

3
5
（
▲

1
,4

7
3） そ
の
他

7
,9

4
4
（
+
1,

1
21
）

債
務
償
還
費
（
復
興
）

3
1
,6

3
1
（
▲

1,
7
09
）

利
子
及
割
引
料
（
復
興
）

2
7
0
（
+
1
6）

債
務
償
還
費
（
G

X
）

7
,0

3
5
（
▲

1
,4

73
）

利
子
及
割
引
料
（
G

X
）

5
6
3
（
▲

6
0）

そ
の
他

2
,3

1
1
（
+
1,

0
3
6）

2
,
22
1,
18
5
億
円

（
▲

30
,2
05
）

利
子
及
割
引
料

1
2
7
,9

5
0
（+

12
,9

0
0
）
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